
ベトナムのナショナリズム

　ロシアの特別軍事作戦と称する
ウクライナへの侵攻は、2024年
２月24日で満２年になる。
　戦争はロシアの一方的な侵攻、
ウクライナの必死の防衛が続き、
今では泥沼戦のような様相を呈し
ている。ウクライナがロシアとな
んとか戦い続けられるのは、米国
を中心にした欧米支援が続いてい
るからだと言っても過言ではない。
昨年12月のゼレンスキー・ウク
ライナ大統領の神頼みのような訪
米には、悲壮感が漂っていた。
　今回は、まずロシア―ウクライ
ナ戦争と米国―ベトナム戦争を比
較しながら、戦争の悲劇、むなし
さを考えてみたい。
　ベトナム戦争の場合は、周知の
ように、米軍の1973年のパリ和
平協定にもとづく完全撤退で悲劇
的な戦争は終わった。あの時は、
米国の青年たちによる反戦運動に
あって、軍部の強い戦争続行に終
止符が打たれた。願わくは、ロシ
アでも若者たちによる反戦運動が

起ることを期待したい。
　ロシア―ウクライナ戦争は、本
来ならばヨーロッパ（EU）がウ
クライナを軍事的にも経済的にも
支援しなければならないはずだが、
第一次、第二次世界大戦と同様に、
ヨーロッパは米国に大きく依存し
ている。そこには、相変わらずの
ヨーロッパ流の計算高さが垣間見
られる。
　最も典型的な例が、ベトナム戦
争である。旧宗主国フランスと始
めた民族自立・独立の戦争が、い
つの間にかフランスと主役交代し
て米国が当時の北ベトナムのホ
ー・チー・ミンと戦うことになっ
た。植民地の解放という意味で戦
うならば、ベトナムはフランスと
戦わなければならないはずである。
まさに主客転倒ということである。
　そもそも、ベトナム戦争をめぐ
っては、当時、民族自立との戦争
なのか、共産主義との戦争なのか、
議論が分かれ、錯綜していた。し
かし、最終的には民族自決、民族
独立闘争であって、社会主義化は
その手段であるという考え方が多

くの理解を得るようになった。ベ
トナムは今では、東南アジア諸国
連合（ASEAN）の一員として独
自の道を歩いている。したがって、
ベトナム戦争は民族自決の戦争で
あったと言っても過言ではないだ
ろう。すべての根源はナショナリ
ズムに根ざしているのである。

ウクライナのナショナリズム

　ウクライナもベトナム同様に、
“民族自決”“民族独立”の道を
歩んでいると言える。つまり、ウ
クライナは民族自決の道を選んで、
ロシアと戦うことになった。そし
て、ウクライナは民主的で自由な
西欧型の国家スタイルを選択して
ロシアと戦っていると言っても過
言ではない。
　ロシアは帝政時代からの古い従
属的な考え方で、ウクライナを支
配し続けようとしているように見
える。ウクライナは民族自決に目
覚めて、自由に独り歩きしたいだ
けなのに、ロシアは帝政時代から
の考え方と言うか、ウクライナに
ロシアへの従属を強制し、まるで

ウクライナをロシアの飼い犬のよ
うに、従属させようとしている。
しかし、ウクライナは歴史的にも
強い国である。筆者はウクライナ
の中央を北から南へ流れるドニプ
ロ川（ドニエプル川とも言う）の
中央あたりから興った勇猛果敢で
乗馬に優れたコサック族の話を思
い出す。
　かつて、満州侵略のために進出
した旧日本陸軍の騎兵隊は、長槍
を自由自在に使いこなすコサック
騎馬軍団にさんざん悩まされたと
いう話も聞かされたことがある。
当時、ウクライナのコサック騎馬
兵団は、帝政ロシアに従属させら
れていた。
　コサック兵たちは、1648年の
ポーランドからの独立戦争でも活
躍したことで知られているが、ロ
シアは帝政時代からウクライナ兵
を従属国として利用してきた。
　しかし、今や時代は変わった。
ウクライナは独立国家としてEU
加盟を目指すなど、独立した民族
国家として、独自の道を歩もう
としている。しかし、ロシアは
帝政時代からウクライナを従属
国としてきた慣習で、例えばEU
加盟など、ウクライナの独自の
生き方に、プーチン大統領はか
つてのロシア帝国のようにブレ
ーキをかけようと、執拗に攻撃
していると言えないだろうか。
時代錯誤も甚だしい。

グローバル・サウスの反応

　今では、“グローバル・サウ
ス”と言われる多くの開発途上
国は、先進国と一定の距離を置

きながら自己主張して、独自の
道を歩もうとしている。それは、
ロシアとウクライナ、あるいは
ロシアを取り巻く多くの国々も
同じである。
　実は、過去にロシア周辺国のウ
ズベキスタン、カザフスタン、キ
ルギス、ウクライナを訪ねた時、
筆者にASEANの話をしてほしい
とのリクエストが多かった。アジ
アの小国はASEANという形で団
結し、集団防衛することで自国の
独立を守っているし、あるいは独
立が担保されていると語った時、
彼らの目つきが大きく変わった。
それは将来への彼らの最大の願望
のように映った。つまり、それは
ロシアを取り巻く衛星国家ではな
く、世界への道を広く自由に開け
る国家を願望しているかのように
感じられた。
　今のプーチン大統領は、かつて
のロシア帝国のように、ロシア帝
国への盲目的な従属を強いて、今
もウクライナを従属国扱いしてい
るように見える。だから、ロシア
は俗に言う「飼い犬に手をかまれ
た」という腹立たしい感じで執拗

にウクライナを攻撃しているので
はなかろうか。
　今日、グローバル・サウスと呼
ばれる多くの途上国は、欧米、そ
して日本からもロシア、中国から
も一定の距離を置いて独自の国益
を求めている。多くの途上国はか
つての植民地の経験もあって、特
に“従属”への拒絶反応が強い。
その意味で、ロシアによるウクラ
イナへの侵略は第三世界へのロシ
アの蛮行と言われても、誰も反論
できないだろう。
　とにかく、グローバル・サウス
は伝統的には、かつての植民地時
代の経験もあって、特に欧米への
不信感が強い。その不信の度合い
はアフリカにおいてはロシアより
欧米の方が強いかもしれないが、
ロシアのウクライナ攻撃を見せら
れているうちに、徐々にロシアへ
の不信感が膨れ上がるかもしれな
い。ロシアはアフリカでも多くの
友を失うことに気づく必要があろ
う。
　国際的な信頼を大きく失ってい
くことに、ロシアは早く目覚める
べきだ。
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ウクライナ戦争とベトナム戦争
二つの戦争を比較してみると

ウズベキスタンの古都サマルカンド。14世紀後半、ティムール帝国の首都として栄えた（2003年６月撮影）







深化する鉱物開発協力～資源の絆プログラム10周年
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サプライチェーンの構造変化

―金属鉱物資源をめぐるグロー
バルな情勢と国際市場の状況をど
のように見ていますか。
　2023年４月に理事長として着
任して以降、これまでの企業間の
競争から、国家間、制度間の競争
へと発展しているとの認識を強く
持っている。資源・エネルギーは
伝統的に資源国と日本を点と点で
結び、安定供給確保を行うことが
重要であり、日本企業が投資を行
う資源国との安定した二国間関係
構築や資金の提供がこれまでの支
援の中心だった。
　しかし、新型コロナウイルスの
パンデミックなどを機に、サプラ
イチェーンの脆弱性が世界各国で
認識されたことで、二国間関係だ
けでなく複数の国にわたる課題と
して、また経済安全保障の枠組み
で資源・エネルギーが捉えられる
ようになった。
　さらに、今後の経済成長の軸と
なるカーボン・ニュートラルへの

チャレンジを支援する各国の政策
は、本質的なサプライチェーンの
構造変化、物の流れの変化を生み
つつある。例えば、米国インフレ
抑制法による国内製造強化支援に
より、日本を含む東アジアに集中
していた電気自動車向けのリチウ
ムイオン電池工場が米国内で多数
建設されるなど、米国の立ち位置
が製品の輸出先から原材料の輸出
先に変化しつつある。
　欧州では炭素国境調整措置が設
けられ、市場の形が政策によって
影響を受けている。今まで汎用品
として扱われていた鉱物資源の市
場の形が変わり、サプライチェー
ンの在り方に変化を及ぼしている。
地政学的かつ経済安全保障の枠組
みで議論をするようになった。

経済安全保障の強化で予算追加

―JOGMECは国際的な資源開発
や日本企業に対する支援を一段と
強化していますね。
　世界的にも重要性が増す鉱物資
源の安定供給源の確保やサプライ

チェーンの強靭化に向けてさまざ
まな取り組みを行っている。
　鉱物資源の開発は有望な鉱床の
発見に向けての各種調査から始ま
るが、JOGMECはこの調査を資
源国鉱山会社や外国企業、もしく
は日本企業などと共同で実施して
いる。JOGMECの専門性や知見
を生かした取り組みだ。上流資源
の開拓はサプライチェーンの起点
を確保する重要な取り組みである
ため、今後も注力していきたい。
　また、JOGMECが持つもう一
つの支援制度の柱として、ファイ
ナンス支援がある。日本企業によ
る探鉱事業や鉱山開発事業への参
画は金属鉱物資源の安定供給源を
確保する上で非常に重要だが、一
般に資源分野への投資には多額の
資金と多大なリスクを伴う。
JOGMECは、これを出融資や債
務保証、助成金などによって支援
している。なお、2022年の経済
安全保障推進法の成立に伴い、バ
ッテリーメタルの確保に向けた追
加的措置として約2,200億円が予

算措置された。
　その他、国際情勢の変化を踏ま
え、これまでの延長線ではない新
たなサプライチェーンの構築に向
けた視点での取り組みとして、資
源産出国や同志国との関係構築も
今まで以上に積極的に行っている。

欧州・アフリカとも関係強化

　例えば2023年７月に欧州委員
会（EC）の専門部局との間で
「重要原材料サプライチェーンに
関する協力取り決め」を締結した。
重要鉱物のサプライチェーン全体
の持続可能性向上を目的とした情
報交換を行う協力取り決めだ。脱
炭素への取り組みやESGに関す
る議論で世界をけん引するECと
資源開発の知見を持つコラボレー
ションを通じて第三国での国際的
な共同プロジェクトの組成などを
促進し、サプライチェーンの強靭
化につなげることが期待される。
　さらにアフリカ資源外交にも力
を入れている。アフリカではカー
ボン・ニュートラル社会実現に欠
かせない電気自動車向けのコバル
トやニッケル、リチウム、グラフ

ァイトが豊富に産し、タンタルな
どの半導体に必要な鉱物資源も豊
富なことから、「新たなサプライ
チェーン」の起点となり得る高い
ポテンシャルを持っている。
　このため、日本企業がアフリカ
の資源プロジェクトへの参画を検
討する機会も増えているが、物流
面の地理的制約や投資環境の課題
から新規投資にはハードルがあり、
アフリカのポテンシャルを生かし
きれていない。
　アフリカとの関係強化に向けて、
2023年8月には西村康稔・前経済
産業大臣の南部アフリカ諸国歴訪
に、JOGMECも同行した。そし
て、現在日本企業の資源投資がさ
れていないナミビア、コンゴ民主
共和国、ザンビアと重要鉱物の確
保に向けた覚書などを締結した。
ナミビアでは2020年からレアア
ース探鉱事業に参画しており、今
回は新たに「ナミビア・レアアー
ス産業マスタープラン」の策定な
どに協力することになった。コン
ゴ民主共和国では2018年から衛
星画像解析や現地調査の共同実施
などの協力をしているが、環境モ

ニタリングなど
の技術支援を追
加・更新した。
また、銅の増産
を目指すザンビ
アでは、最先端
の人工衛星搭載
の高性能センサ
ーを活用した衛
星画像解析や、
共同地質調査の

対象エリアの拡大などの協力関係
を強化した。

JICAとも協力関係を強化

―経済安全保障や鉱物資源の戦
略物資化が強まる中、将来に向け
た取り組みをどう強化しますか。
　鉱物資源をめぐる環境が複雑化
する中で、サプライチェーン全体
の強靭化が急がれる。これに対応
するには、サプライチェーン上の
川上だけでなく、いわゆるエンド
ユーザーである川下までも含めた
各プレイヤーの連携が必須だ。
JOGMECでは単独での支援や取
り組みに留まることなく、他の独
立行政法人や政府機関、さらには
下流産業との連携を強化しながら
サプライチェーン全体の強靭化に
向けた旗振り役としての立ち位置
を強化していく所存だ。特に、国
際協力機構（JICA）が進めてき
た「資源の絆プログラム」には留
学生の視察訪問の受け入れや研修
の講師派遣などで協力してきたが、
JICAとはこれまで以上に協力関
係を強化していきたい。
　さらに、これまでの延長線上で
はない新たなサプライチェーンの
構築が進む中、サプライチェーン
全体を俯瞰した上での日本企業へ
の支援が重要と考えている。例え
ば、日本企業が投資を行っていな
い資源国を日本のサプライチェー
ンに組み込むアイデアの提供や、
エンドユーザーによる川上への参
画を勧めるなど、JOGMECが果
たせる役割も多くあると考えてい
る。
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グローバル経済の脱炭素化やデジタル化が進展する大
きなうねりの中、金属鉱物資源の国際市場も大きく変貌し
つつある。この潮流に対応するため、日本企業などの支
援体制を強化しているのが、（独法）エネルギー・金属鉱
物資源機構（JOGMEC）だ。資源の絆プログラムも支援
してきた。理事長の髙原一郎氏に展望を聞いた。

脱炭素で激変する
市場構造に対応
企業への出融資などで
資源開発支援を強化するJOGMEC

2023年８月、サンビアとの探査分野等の協力強化に関する覚書署名式に出席した髙原
理事長（左から２人目）＝JOGMEC提供


